
我が国の火山研究の現状
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科学技術・学術審議会 測地学分科会
火山研究推進委員会（第１回）
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令和２年5月21日（木）
科学技術・学術審議会 測地学分科会
火山研究推進委員会（第1回）



昭和49年 火山噴火予知計画（第１次）、火山噴火予知連絡会を設置（相互連絡・情報交換が目的）

・以降、複数次の計画のもとで観測体制の整備・近代化を進めるとともに、大学および気象庁において機動的観
測を実施

・当時、火山の観測・研究は大学が中心で、そのレベルは気象庁をはるかに上回っていた
・国（測地学審議会、火山噴火予知連絡会）が策定する方針のもと、多数の機関の共同観測として「特定火山集
中総合観測」（～2008年）を多くの火山で実施、静穏時及び活動時の多項目観測により基礎データを蓄積。特
に、三宅島、伊豆大島、雲仙岳などでは噴火に先がけて集中観測を実施、噴火直前の活動の高まりや噴火活動
の推移の把握に有用であった。

平成13年 測地学審議会が科学技術・学術審議会測地学分科会に改組

平成16年 国立大学の法人化

・大学における火山研究者の減少（定年退官＞新規研究者、地学離れ、分野の多様化による基礎研究離れ、ドク
ターの全体的な減少）

・基礎的研究予算の減少により、観測機器の高度化はもとより維持管理も困難になりつつある
・現地観測所の縮小・無人化

平成27年 活動火山対策特別措置法の改正
・火山防災協議会の設置を義務付け、「火山現象に関し学識経験を有する者」の参画を規定。火山研究者が火山
防災に寄与する方向性が一層明確に

・火山研究者は多忙（観測の実施や観測機器のメンテナンス、基礎的解析の実施に加えて、火山防災への寄与）
→ 研究力、論文数の減少。現状、日本はアメリカやイタリア等に大きく後れを取っている

火山研究関連の経緯
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・大規模地震対策特別措置法（S53）
・地震防災対策特別措置法（H7）
・東南海・南海地震に係る地震防災対策
の推移に関する特別措置法（H14）

・日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に係る
地震防災対策の推進に関する特別措置法（H16）

地震防災対策特別措置法により設置された政府
の特別の機関である地震調査研究推進本部（H7）
・観測、研究等の推進について施策を立案
・関係機関の予算等の事務の調整
・総合的な調査観測計画を策定

地 震

・Hi-net等の地震観測網
・GEONET地殻変動観測網
・活断層調査

火 山

関連する法律

施策立案等

基盤的な
研究観測体制

【地震調査委員会（地震調査研究推進本部）】
地震調査研究推進本部を構成する組織

建議に基づく地震火山観測研究計画の推進
観測研究計画
の推進

活動評価

わが国の地震及び火山の研究観測推進体制

・防災科研による基盤的火山観測網(V-net)

※これとは別に、大学等が運用する火山観測網

・活動火山対策特別措置法（S48）

【火山噴火予知連絡会】
火山噴火予知計画（文部省測地学審議会の
建議）により、気象庁に事務局を設置(S49)

・火山防災対策会議〔内閣府防災〕
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1980年代

2000年頃

現在

大学法人化

御岳山噴火
活火山法改正

大学 気象庁

大学
気象庁

大学 気象庁

・観測網の充実
・定員増（能力向上は途上）
・機動観測による実地経験・火山研究者の減少

・法人化に伴う予算削減
・研究者の負担増（観測、防災）

・火山噴火予知計画
による観測体制の
整備・近代化、集
中総合観測の実施

防災科研

防災科研

・観測網整備
（硫黄島、伊豆大島、
富士山など５火山）

防災科研

・基盤的火山観測網
（V-net）
・「火山噴火予知と
火山防災に関する
研究」開始

レベル運用開始

火山噴火
予知計画
の推進

・観測網整備

火山研究 火山監視

火山分野におけるプレゼンスの変化（イメージ）
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大学の火山研究予算の推移

学内資金

外部資金
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大学の火山研究人員の推移

パーマネント

任期付き等

6



（参考）地震・火山分野を合わせた、パーマネント研究者の年齢構成
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データアーカイブ
公開

監視業務

国立大学法人等

研究・教育

Internet

一般市民
防災関係者
民間企業

基盤的地震観測網

気象庁火山観測網
（50火山）

・V-netホームページから
データダウンロード可能

・V-net観測点から自動震源決定実施

気象庁データも
ダウンロード可

監視業務 火山研究
国立大学法人

国立大学法人
による火山観測

防災科研火山観測網
V-net（16火山）

火山監視への活用

火山監視への活用

火山観測網の現状

国土地理院GNSS
（研究に活用可）

協定を結べば
気象庁データを
研究に活用可

地震観測網と火山観測網の比較

※一元化処理による震源決定
→ 震源データを研究に活用可、地震研究の進展に貢献

一元化処理※

・観測点の維持管理は防災科研（気象庁観測点は気象庁）に任せ、
研究者は観測データ（震源読取値等の基本的な解析結果を含む）
を利用できる。

・大学の火山観測点は、火口付近のように過酷環境だが研究・防災上重要
な場所に設置されているものも多い。大学自身で維持管理を実施。
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表は内閣府の
火山防災対策会議
（第6回）
資料2-2より

9


